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国のこれまでの取り組みと現状
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・待機児童対策

・幼児教育・保育の無償化、

・児童虐待防止対策の強化などの充実

・少子化の進行・人口減少に歯止めがかからない。

・児童虐待相談や不登校の件数が過去最多になるなど

こどもを取り巻く状況は深刻。

更にコロナ禍がそうした状況に拍車をかけている。

今までに国が取り組んだ主なこどもに関する施策



常にこどもの最善の利益を第一に考え、こどもに関する取組や政策を
我が国社会の真ん中に据えて、強力に進めていくことが急務

このような危機的状況を踏まえると

こども基本法の制定
こども家庭庁の設置
児童福祉法の改正 等
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こども基本法について
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5（こども家庭庁関係事務担当者説明会資料より抜粋）



6（こども家庭庁関係事務担当者説明会資料より抜粋）



こども家庭庁について
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（こども政策の新たな推進体制に関する基本方針より 抜粋）

こども政策の新たな推進体制に関する基本方針
（令和３年１２月２１日 閣議決定）
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9
（こども政策の新たな推進体制に関する気泡方針より　抜粋）



10（内閣官房HP　こども政策の推進より）



（こども家庭庁関係事務担当者説明会資料より 抜粋）
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児童福祉法改正について
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・児童虐待の相談対応件数の増加など、子育てに困難を
抱える世帯がこれまで以上に顕在化してきている状況等
を踏まえ、子育て世帯に対する包括的な支援のための
体制強化等を行う。

・令和６年４月１日施行（原則）

改正の趣旨
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・子育て世帯に対する包括的な支援のための体制強化及び事業の拡充

・一時保護所及び児童相談所による児童への処遇や支援、困難を抱える妊産婦等

への支援の質の向上

・社会的養育経験者・障害児入所施設の入所児童等に対する自立支援の強化

・児童の意見聴取等の仕組みの整備

・一時保護開始時の判断に関する司法審査の導入

・子ども家庭福祉の実務者の専門性の向上

・児童をわいせつ行為から守る環境整備（性犯罪歴等の証明を求める仕組み

（日本版DBS）の導入に先駆けた取組強化）等

改正の概要
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15
（改正児童福祉法都道府県説明会資料より抜粋）
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出産・子育て応援交付金について
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17（出産・子育て応援交付金の実施・運用の方法説明会資料より抜粋） 17
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